
原発に関する副知事への申し入れ事項と回答 

2014.4.21 

１．政府、四国電力に対して、伊方原発再稼働判断を行わないこと及び自然エネルギ

ーへの転換を求めるとともに、愛媛県知事に対しても、再稼働容認の判断をしない

ことを求めること。四国電力に対しては、原発稼働の是非に関する協定を結ぶこと。

  また、高知県原子力災害対策行動計画については、実態に見合った見直しを行う

こと。

（根拠）

 ① 実績及び新エネルギー普及状況から、原発ゼロでの電力安定供給は可能である。

 ② 電気料金の中には多額の原発費用（四国電力は少なくとも１３８５億円）が含

まれており、脱原発を判断すればむしろ電気料金は引き下げが可能。

 ③ 新規制基準は、福島原発事故原因を津波と特定したうえのものであるが、専門

家の中には、事故原因を地震動による配管破断とする意見がある。

 ④ 原子力災害対策行動計画は、国の指針に基づいて策定されているが、ヨウ素剤

の配布や避難指示については、福島における実際の健康被害発生状況や本会等が

実施した伊方からの風船放出実験値に基づいたものとすべきである。

   また、国の定めるＥＰＺ・ＵＰＺ等の区域については、同様に福島の経験から、

範囲が狭すぎるので、見直しを求めるべきである。

○１２月１日に伊方から放出した風船が発見された日時・場所（6 か所） 

2 日 15：00 愛媛県西予市野村町野村 原発から 30km 

3 日 9：00 と 11：00 愛媛県西予市野村町の 2 か所 原発から 30km 

4 日 10：00 愛媛県鬼北町下大野 原発から 40km~50km 

     10：30 愛媛県宇和島市大浦 原発から 40km~50km 

7 日 13：00 高知県梼原町影野地 原発から 60km  

 ⑤ 高知県は、伊方原発の南東２００㎞にほぼ全土が含まれ、事故があった際の被

害は甚大なものとなる。その意味で高知県民は当事者である。

回答（概要）

  ・原発への依存度を下げる必要はある。その過程において、やむを得ず再稼働の場面

はあるかも知れない。

    ・四電に対しては、最大限の努力を求める。原発協定については、四電が了解すると

思えない。時間がかかる。法的拘束力がない。それよりも、今の勉強会でハードルを

突きつけたい。高知県の 3 条件は守ってもらう。（㋐国からの直接の説明およびそれ

を受けた四電の対応、㋑地震に対する安全対策の確立、㋒異常が発生したときに通報

連絡体制の確立）

・国に対しては、愛媛にも説明をするのであり、同様の説明を求める。

・3 条件については、危険側の視点で、専門家への相談、国の詳細説明など全体とし

て安全と判断できるまで判断しない。

・3 条件がクリアされなければ、国がゴーサインを出しても、愛媛が了解しても、あ

くまで説明を求める。

・避難行動計画は、国指針に基づいてはいるが、国指針以外の区域についての対応も

定めている。



２．原発事故子ども・被災者支援法基本方針が決定されたが、きわめて不充分である

ので、高知県として以下の施策を実施すること

 ① 高知県への避難者及び短期保養者のうち希望する者に継続的な健康調査を実施

すること。

 ② 福島など放射能「被災地」に暮らす親子を短期保養の形で、本県に積極的に受

け入れる体制の整備を図ること。 

（根拠） 

 ① 基本指針では、「事故当時の福島県在住者」に限定されているが、事故当初は

特にまた現在においても東日本各地に高線量地域が存在するのであり「福島県在

住者」に限定するべきではない。 

 ② 福島県民健康管理調査では、9 月 30 日現在で、二次検査必要（B,C 判定）が 1559

名中、結果確定者が 57.5％の段階においてすら甲状腺がん 26 名、疑いが 32 名と

なっている。また、嚢胞保有率も 44.65％である。明らかに異常な数値であり、対

策が必要である。 

 ③ 高知県への避難在住者は大人 50 名程度、子ども 55 名程度であり、また、1 回の

甲状腺検査料金は自治体補助がなくとも自己負担額で 6000 円足らずである。 

  ○ 短期保養実績 

   ２０１１年 中土佐町 ４家族 

   ２０１２年 香美市  ７家族・１８名 （費用約１４０万円） 

   ２０１３年 香美市  ８家族・２４名 （費用約１８５万円） 

回答（概要）

・基本方針は充分と言えないと認識している。

 ・国として統一した内容での検査、支援が必要と考える。

 ・検査については、近隣県でも行っていない中で高知独自の判断は困難。

   ・移住対策は県として充実しており、お試し滞在もできることとしているので、活用

を。

 ・国の補助金も研究してできる支援は行いたい。


